
皆
さ
ん
が
納
め
る
税
金
や
国
・
道
か
ら
の
交
付
金
な
ど
は
、
私
た
ち
の
生
活
を
よ
り
良
く

す
る
た
め
に
い
ろ
い
ろ
な
形
で
使
わ
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
が
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
ど

の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
、
一
般
会
計
を
中
心
に
平
成

年
度
決
算
の
状
況
に
つ
い
て
お
知

28

ら
せ
し
ま
す
。

津
別
の
ま
ち
の
家
計
簿

平
成

年
度
決
算

28

■地方交付税

地方公共団体間の財源不均衡是

正を目的に、国税の所得税、法

人税、消費税、酒税など、それ

ぞれ一定割合の額を国から交付

されるお金。

■国・道支出金

町で行う特定の事業に対して、

国または道から交付される負担

金、委託金、補助金。

■町債

町が事業を行うために借りたお

金のほか、地方交付税減による

財源不足を補うため措置された

臨時財政対策債が含まれる。

■町税

町民税や固定資産税、軽自動車

税、たばこ税、入湯税など。

■繰入金

目的の事業を行うための財源及

び財源不足を補う目的で、町の

貯金である基金を取り崩して一

般会計に入れたお金。

平
成

年
度
の
歳
入
決
算
額
は
、

億
3
1

28

61

8
0
万
円
と
な
り
、
対
前
年
比
７
・
7
％
の
増

と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
国
庫
支
出
金
、
町
債

等
の
増
が
、
主
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
入
の
内
訳
（
グ
ラ
フ
１
参
照
）
を
見
る
と
、

国
か
ら
交
付
さ
れ
る
地
方
交
付
税
が
最
も
大

き
な
財
源
に
な
っ
て
お
り
、
平
成

年
度
で
は

28

億
8
7
7
3
万
円
で
歳
入
全
体
の

・
5
％

27

45

を
占
め
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
国
・
道
支
出
金
や

地
方
譲
与
税
等
の
交
付
金
、
財
源
不
足
を
補
う

た
め
に
措
置
さ
れ
た
町
債
を
合
わ
せ
た
依
存

財
源
は

・
4
％
に
な
り
ま
す
。

75

残
り
の

・
6
％
は
、
町
民
の
皆
さ
ん
が
納

24

付
し
て
い
る
町
税
等
の
自
主
財
源
で
す
。
町

税
の
総
額
は
6
億
3
7
３
万
円
で
、
一
人
当
た

り

万
3
4
6
2
円
の
納
付
額
に
な
っ
て
お

12
り
ま
す
。
一
般
会
計
の
決
算
で
は
、
基
金
か
ら

3
億
1
9
3
4
万
円
を
取
り
崩
し
、
歳
入
の
不

足
分
を
補
い
ま
し
た
。

歳
出
の
最
終
決
算
額
は
、

億
8
0
8
0
万

59

円
で
対
前
年
比
8
・
6
％
の
増
と
な
り
ま
し
た

（
3
ペ
ー
ジ
・
グ
ラ
フ
２
参
照
）。

総
務
費
は
、
総
務
管
理
費
及
び
地
域
振
興
費

等
の
減
に
よ
り
1
億
4
7
2
万
円
の
減
と

な
っ
て
い
ま
す
。

民
生
費
は
、
社
会
福
祉
費
及
び
児
童
福
祉
費

の
増
に
よ
り
5
2
5
1
万
円
の
増
と
な
っ
て

い
ま
す
。

土
木
費
は
、
住
宅
費
等
の
増
に
よ
り
4
億
7

3
1
1
万
円
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
歳
出
の
項
目
に
あ
る
公
債
費
と
は
、

町
が
事
業
を
行
っ
た
と
き
に
借
り
た
お
金
の

償
還
額
で
す
。
歳
出
の
7
・
6
％
と
負
担
割
合

が
大
き
い
状
況
で
す
が
、
償
還
額
の
ピ
ー
ク
は

過
ぎ
て
い
る
た
め
、
毎
年
下
降
傾
向
に
あ
り
ま

す
。

※

対
前
年
比
が
大
き
い
項
目
を
中
心
に
紹
介

し
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
・
歳
入

一
般
会
計
・
歳
出

प 入Ȫ๊֚会ࠗȫ

総額 61億3,180万円
町民一人あたりの町税の納付額 123,462円

（平成29年3月31日現在 人口4,890人）

地方交付税

27億8,773万円

（45.5％）

自主財源
24.6％

依存財源

75.4％

国・道支出金

8億9,773万円

（14.6%）

町 債
7億3,970万円
（12.1％）

町 税
6億373万円
（9.8%）

グラフ １

その他

1億9,791万円

（3.2％）

地方譲与税、

地方消費税交付金、

自動車取得税交付金、

地方特例交付金など

分担金その他
3億1,559万円
（5.2%）
分担金及び負担金、
使用料及び手数料、
財産収入、寄附金

繰入金 3億1,934万円（5.2%）

諸収入 8,064万円（1.3%）

繰越金 1億8,943万円（3.1%）

こ
の
ほ
か
特
別
会
計
と
し
て
、
国
民
健
康
保

険
事
業
・
後
期
高
齢
者
医
療
事
業
・
介
護
保
険

事
業
・
下
水
道
事
業
・
簡
易
水
道
事
業
の
５
事

業
会
計
と
、
企
業
会
計
で
あ
る
上
水
道
事
業
が

あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
私
た
ち
の
生
活
と
密
接
に
関

わ
っ
て
い
ま
す
（
表
１
・
２
参
照
）
。

各
会
計
と
も
健
全
財
政
に
努
め
て
い
ま
す

が
、
不
足
分
を
補
う
た
め
、
一
般
会
計
か
ら
上

水
道
事
業
を
除
く
５
事
業
会
計
に
、
法
定
繰
り

出
し
を
含
め
て
5
億
1
0
7
5
万
円
が
繰
り

出
さ
れ
て
い
ま
す
。

※
一
般
会
計
の
性
質
別
内
訳
は
表
３
参
照
。

特
別
・
企
業
会
計

■総務費

給与費、財政調整基金積立金、地域振興基金積

立金等の減により対前年比７.0％の減。

■民生費

国民健康保険事業特別会計繰出金、子ども・子

育て支援事業等の増により対前年比5.3％の増。

■土木費

町営住宅等建設整備事業等の増により対前年比

96.8％の増。

■衛生費

地域医療維持助成事業、一般廃棄物最終処分場

管理経費等の増により対前年比7.7％の増。

■教育費

小学校施設整備事業、多目的運動公園整備事業

等の減により対前年比5.4％の減。

■農林業費

鳥獣被害防止総合対策事業の減により対前年比

4.5％の減。

■消防費

事務組合負担金の増により対前年比8.9％の増。

■災害復旧費

公共土木施設及び農林業施設等の災害復旧費が

皆増。

प 出Ȫ๊֚会ࠗȫ

総額 59億8,080万円
町民一人あたりの経費 1,223,067円

（平成29年3月31日現在 人口4,890人）

農農林業農林業費費
3億5,984万3億5,984万円円

（6.0%）
総務費

13億9,699万円

（23.3％）

衛生費

6億6,738万円

（11.2%）

グラフ ２

土木費

9億6,194万円

（16.1%）

債費
4億5,331万円

（7.6%）
教育費

5億4,350万円

（9.1%）
民生費

10億5,160万円

（17.6%）

労働費 103万円（0.0%）

議会費 6,735万円（1.1%）

災害復旧費 9,152万円（1.5%）
商工費 9,351万円（1.6%）

消防費

2億9,283万円（4.9%）


